
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貸  借  対  照  表
2024年8月31日現在

株式会社リンク・セオリー・ジャパン （単位：千円）

資   産   の   部 負   債   の   部

科       目 金　額 科          目 金　額

  流  動  資  産 11,483,521   流  動  負  債 5,220,878

現 金 及 び 預 金 184,163 買 掛 金 1,824,934

売 掛 金 1,800,537 リ ー ス 債 務 （ 短 期 ） 2,539

商 品 3,505,702 未 払 金 1,045,253

貯 蔵 品 251,253 未 払 費 用 495,267

未 収 入 金 18,601 未 払 法 人 税 等 372,402

前 払 費 用 39,520 未 払 消 費 税 等 276,307

関 係 会 社 短 期 貸 付 金 5,560,732 賞 与 引 当 金 666,378

為 替 予 約 （ 資 産 ） 119,243 資 産 除 去 債 務 ( 短 期 ) 350

そ の 他 流 動 資 産 3,767 前 受 金 2,546

預 り 金 312,981

為 替 予 約 （ 負 債 ） 173,285

そ の 他 流 動 負 債 48,631

  固  定  資  産 1,212,857   固  定  負  債 667,870

(有形固定資産) 360,003 リ ー ス 債 務 （ 長 期 ） 154,500

建 物 297,703 預 り 保 証 金 317,955

工 具 器 具 備 品 59,812 資 産 除 去 債 務 195,414

リ ー ス 資 産 （ 有 形 ） 2,486

負  債  合  計 5,888,749

純　資　産　の　部

(無形固定資産) 41,515  株　主　資　本 7,039,295

ソ フ ト ウ エ ア 41,515

  資    本    金 10,000

(投資その他の資産) 811,339   資 本 剰 余 金 4,454,532

敷 金 ・ 保 証 金 197,785 資 本 準 備 金 3,159,023

繰 延 税 金 資 産 580,134 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,295,508

為 替 予 約 28,407

長 期 前 払 費 用 5,010   利 益 剰 余 金 2,574,763

利 益 準 備 金 2,500

そ の 他 利 益 剰 余 金 2,572,263

繰 越 利 益 剰 余 金 2,572,263

 評価・換算差額等 ▲ 231,665

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ▲ 231,665

純　資　産   合   計 6,807,630

資   産   合   計 12,696,379 負 債・純資産 合 計 12,696,379



 

 

個別注記表 

 

 

[重要な会計方針] 

１． デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

デリバティブ：時価法 

２． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 商品 

月次総平均法による低価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

(2) 貯蔵品 

最終仕入原価法 

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

３． 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は以下の通りであります。 

建物および構築物 ５～３０年 

工具器具備品  ５年 

 

(2) 無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、社内利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３～５年）に基

づく定額法を採用しております。 

 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法を採用しております。 

４． 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。 

５． ヘッジ会計の方法 

事業活動に伴う為替変動リスクを管理しヘッジするため、為替予約取引のデリバティブ取引を行っております。ヘッジ会

計の方法につきましては、繰延ヘッジ処理の方法によっております。 

６． 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

７． グループ通算制度の適用 

  グループ通算制度を適用しております。 

 

〔会計方針の変更に関する注記〕 

該当事項はありません。 

 

〔表示方法の変更に関する注記〕 

該当事項はありません。 

 

 [株主資本等変動計算書に関する注記] 

１．発行済株式の総数に関する事項 

株 式 の 種 類 当事業年度末の株式数（株） 

普 通 株 式 200 

 

 

 

 



２．事業年度中に行った配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 2024 年 8 月 1 日開催の取締役会決議による配当に関する事項 

・配当金の総額     500,000 千円 

・1株当たりの配当額      2,500 千円 

・基準日            2023 年 8 月 31 日 

・効力発生日            2024 年 8 月 2 日 

 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    該当事項はありません。 

 

３．事業年度末後に行った配当に関する事項 

配当は実施しない予定であります。 

 

[その他の注記] 

該当事項はありません。 

 

 


